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１ 調査目的 

本調査は、函館市における今後の温暖化対策の施策検討に向けた基礎知見として、事業所の

CO2 排出に関わる現状や特性、市の環境施策に対する意向等を把握することを主目的として

行いました。 

 

２ 調査概要 

（１）調査主体 

本調査は、北海道地球温暖化防止活動推進センター（公益財団法人北海道環境財団）及

び函館市が主体となり連携実施したものです。 

 

（２）調査期間 

令和２年（2020 年）9 月～10 月 

 

（３）調査対象 

函館市内の事業所（配布数：200 件） 

 

（４）調査方法 

調査票を郵送し、返信用封筒により回収 

 

（５）調査内容 

地球温暖化に対する認識、事業所でのエネルギー使用状況、在宅型テレワークの実施状

況、地球温暖化対策に関わる問題点や今後の対策に対する考え 等 

※ 詳細は報告書末尾の調査票を参照 

 

（６）回答数（回答率） 

81 件（40.5%） 

※ 回答最終受付日：令和 2 年 10 月 15 日 

 

（７）その他 

本報告書では、集計結果の数値を小数点以下第 1 位で四捨五入しています。したがっ

て、構成比の合計が 100 パーセントにならない場合があります。 
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３ 調査結果 

3-1 回答者（事業所）の属性 

① 主たる業種（n=81） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設業

15%

製造業

9%

飲食店・

宿泊業

9%卸売・小売

17%サービス

15%

不動産業

3%

電気・ガス・熱供給・

水道業

1%

金融・保険業

2%

運輸業（バス事業）

1%

運輸業（トラック事業）

1%

運輸業

（その他）

2%

その他

25%
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3-2 地球温暖化に対する認識について 

① 「気候変動の影響への適応策」の認識（n=81） 

問 1 貴事業所では「気候変動の影響への適応策」について、どのように認識されていますか。 

「具体的に、どのようなことが『適応策』な

のか知っている」は 18%、「何となく『適応策』

をイメージすることができる」は 52%という結

果でした。 

 

 

 

 

 

 

② 気候変動の影響の重大性（n=81） 

問 2 「地球温暖化などによる気候変動」によって、農業、水環境・水資源、自然生態系、経

済活動、市民生活など、様々な分野に影響が生じると言われています。貴事業所では、どのよ

うな影響を特に問題と感じますか。（３つまで選択可） 

「自然災害の増加」（55 件）、「農業・林業・水産業への影響」（46 件）が特に多い結果でし

た。 
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健康への影響

農業・林業・水産業への影響

自然災害の増加

0 20 40 60

具体的に、どの

ようなことが

「適応策」なのか

理解している

18%

何となく「適応策」

をイメージすること

ができる

52%

「適応策」とい

う言葉を聞い

たことがある

14%

全く知らない

12%

無回答

4%
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③ 地球温暖化対策の実施状況（n=81） 

問 3 貴事業所の具体的な地球温暖化対策の実施状況についてお伺いします。 

 実施済の回答が特に多かった項目は、「⑵節電のこころがけ」（95%）、「⑴冷暖房の適切な温

度設定」（86%）でした。 

 逆に、「⑸公共交通機関の積極的利用」（11%）、「⒀環境マネジメントシステムの導入」（14%）

など実施率の低い項目もありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14%

15%

15%

64%

70%

67%

33%

26%

11%

58%

31%

95%

86%

19%

35%

44%

25%

20%

22%

40%

40%

30%

28%

11%

2%

5%

62%

48%

38%

10%

7%

9%

21%

27%

54%

11%

42%

1%

5%

6%

2%

2%

1%

2%

2%

6%

7%

5%

2%

16%

1%

4%

0% 50% 100%

⒀ ISO14001等の環境マネジメントシステムの導入

⑿ 関係団体との環境保全に関する情報の共有

⑾ 環境保全に関する職員教育（研修参加など）

⑽ 紙の使用の抑制

⑼ ごみの減量やリサイクルの推進

⑻ 給湯・給水の節水

⑺ 再生品・エコマーク商品等の選択

⑹ 物流の効率化と合理化の推進

⑸ 公共交通機関の積極的利用

⑷ エコドライブの実施

⑶ 融雪機、ロードヒーティングの適切な使用

⑵ 節電のこころがけ

⑴ 冷暖房の適切な温度設定

実施済 今後検討 未実施 無回答
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3-3 事業所でのエネルギーの使用状況について 

① 事業所の所有状況・用途（n=81） 

問 4 貴事業所の所有状況等についてお伺いします。

所有状況は「自社所有」が 75%、「賃貸」が 21%でした。用途については「業務施設（事務

所）」が最も多く、49%を占めました。 

 

■所有状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自社所有

75%

賃貸

21%

その他

3%

無回答

1%

業務施設

（事務所）

49%

工場

12%

スーパー・小売店

8%

宿泊施設

6%

医療施設

6%

学校

5%

飲食店

3%

娯楽施設

3%

試験研究施設

1%

その他

7%
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② 使用しているエネルギー種類（n=81） 

問 5 貴事業所において使用しているエネルギーについて、用途別に該当するものを選んでく

ださい。（複数回答可）

 用途別で使用しているエネルギー源として、最も回答が多かったものは、暖房では「灯油」

（41 件）、冷房は「電気」（54 件）、給湯は「プロパンガス」（27 件）、動力等は「電気」（45

件）でした。 

 

■暖房      ■冷房 

   

 

■給湯      ■動力等（工場） 

   

 

■その他 
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重油
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③-1 省エネ・再エネ機器の導入状況（n=81） 

問 6-1 貴事業所では、どのような省エネルギー機器や再生可能エネルギー機器を導入してい

ますか。 

比較的多く導入されているのは省エネ型照明（51%）、省エネ型冷暖房（20%）でした。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③-2 今後の省エネ・再エネ機器の導入意向 

問 6-2 貴事業所では、今後、問 6-1 に記載のような省エネルギー機器や再生可能エネルギー

機器を導入したいと思いますか。

 問 6-1 で該当機器をすでに導入している事業所は、今後の導入意向も高い傾向にあり、 

「積極的に導入したい」が 20%、「なるべく導入したい」が 62%という結果でした。 

 

■該当機器を導入している（75 事業所）  ■該当機器を導入していない（6 事業所） 

 

 

 

 

1%

7%

14%

12%

20%

51%

9%

4%

11%

10%

28%

42%

84%

89%

75%

75%

49%

7%

6%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑹蓄電池

⑸再生可能エネルギー

⑷消費電力等の見える化

⑶省エネ型給湯

⑵省エネ型冷暖房

⑴省エネ型照明

導入している 一部導入している 導入していない 無回答

今後は積極

的に導入し

たいと思う

34%

今後はなるべく導

入したいと思う

33%

わからない

33%

今後も積極的

に導入したい

と思う

20%

今後もなるべく

導入したいと思う

62%

今後は導入

したいと思

わない

3%

わからない

12%

無回答

3%
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④ 自動車、エコカーの所有台数 

問 7 貴事業所で使用している自動車（バス、トラック、特殊用途自動車などを含む）につい

てお答えください。（種類ごとの台数を記入） 

 自動車の所有台数は、「1～10 台」との回答が最も多い結果でした（51%）。 

81 事業所が所有する自動車の総数は 2,899 台で、そのうちの 83%がエコカーでした。エコ

カーの総数（2,405 台）の 43%を燃費基準達成車が占め、次いでハイブリッド車（40%）が多

くなっていました。 

 

■自動車の所有台数（n=81） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■全体に占めるエコカーの割合   ■エコカーの内訳 

（n=2,899 ※自動車の所有総数）   （n=2,405 ※エコカーの所有総数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エコカー

83%

エコカー

以外

17%

燃費基準

達成車

43%ハイブ

リッド車

40%

クリーン

ディーゼル車

12%

電気自動車（燃料を

使用しないタイプ）

1%

プラグインハイ

ブリッド車

1%

電気自動車（燃料を消

費して発電するタイプ）

0%

その他

3%

12%

51%

20%

1%

11%

2%

2%

0% 20% 40% 60%

0台（所有していない）

1～10台

11～20台

21～30台

31～40台

41～50台

51台以上
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そう思う

22%

ややそう思う

30%

あまりそう

思わない

22%

そう思わない

4%

どちらとも

いえない

17%

無回答

5%

3-4 在宅型テレワークについて 

① 在宅型テレワークの実施状況（n=81） 

問 8 在宅型テレワークについて、貴事業所の実施状況に最も近いのは次のうちどれですか。 

「業務内容上、実施できない」が 44%と最も

多く、「現在実施している」は 7%、「現在は実施

していないが過去に実施したことがある」は

15%でした。 

 

 

 

 

 

 

 

② テレワークに期待できるメリット（n=81） 

問 9 仮に貴事業所で在宅型テレワークに取り組む場合、どのようなメリットが期待できると 

思いますか。すでに実施している場合は実感をお答えください。（該当するものを全て選択） 

最も多い回答は「災害時や感染症流行時への備えになる」（50 件）でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 同封資料『在宅型テレワークの取り組み紹介』の感想（n=81） 

問 10 同封の資料『在宅型テレワークの取り組み紹介』をご覧ください。この記事では函館

市内の事業所が在宅型テレワークを試行した取り組みや感想を紹介していますが、これをお読

みになって、テレワークへの興味・関心は高まりましたか。 

 「ややそう思う」（30%）が最も多く、「そう思

う」（22%）と合わせると 52%が「興味・関心が

高まった」との回答でした。 

※ 同封資料は本報告書末尾を参照 
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19
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その他

生産性の向上につながる

職員の満足度や人材確保に良い影響がある

事業活動や通勤に伴う環境負荷を軽減できる

事業活動や通勤に掛かるコストを削減できる

災害時や感染症流行時への備えになる

現在実施

している

7% 現在は実施してい

ないが過去に実施

したことがある

15%

実施したことはない

が、今後実施したい

12%

実施したことがなく、今後

も実施するつもりはない

19%

業務内容上、

実施できない

44%

その他

3%
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3-5 地球温暖化対策全般に関わる問題点や今後の対策ついて 

① 地球温暖化対策を取り組むに当たっての問題や障害（n=81） 

問 11 貴事業所において地球温暖化対策に取り組む際に、特に問題や障害となることは次の

どれですか。（該当するもの上位 3 つまで選択） 

 「資金調達が困難」が 29 件と最も多く、「エネルギー管理の方法・技術についての知識・情

報の不足」（28 件）、「設備投資に対する回収期間が長い」（27 件）が続きました。「特に問題等

はない」との回答は 8 件でした。 
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特に問題はない

その他

相談先がわからない

省エネルギー・新エネルギー設備を設置する場所

がない

技術的に困難である

効果がわからない・期待できない

時間的に余裕がない

作業の効率が落ちたり、従業員の負担が増える

具体的な改善策がわからない

管理者・技術者が不足している

設備投資に対する回収期間が長い

エネルギー管理の方法・技術についての知識・情

報が不足している

資金調達が困難である
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② 函館で今後重要だと考える地球温暖化対策（n=81） 

問 12 今後の函館において、どのような地球温暖化対策が特に大切だと思いますか。（該当す

るもの上位 3 つまで選択） 

 特に多い回答は「家庭や事業所における省エネを意識した行動」（35 件）、「ごみの減量や再

資源化の推進」（34 件）でした。 

 

 

 

③ 国の省エネ支援事業の活用状況（n=81） 

問 13 国の省エネに関する支援事業の利用状況についてお伺いします。 

「利用したことがある」との回答は、無料省エネ診断で 4%、省エネルギー設備への入替支

援で 7%でした。 

 

■無料省エネ診断     ■省エネルギー設備への入替支援 
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35

0 10 20 30 40

その他

人材育成（環境教育や各種団体の連携・情報共有など）

地域の経済や社会の便益と温暖化対策を結び付けて推進

緑化等の推進（公園・緑地・森林の整備など）

エコカーの導入やエコドライブの推進

エネルギーの地産地消の推進

地域（市民、事業者、行政など）が一体となった普及啓発活動

コンパクトなまちづくりの推進

公共交通機関や徒歩・自転車での移動に関する利便性向上

気候変動の影響の適応策の推進

家庭や事業所における省エネルギー・新エネルギー設備導入

の推進

ごみの減量や再資源化の推進

家庭や事業所における省エネ（節電等）を意識した行動

利用したこと

がある

4%

利用したこ

とはないが

知っている

39%

知らない

56%

無回答

1%
利用したこと

がある

7%

利用したこ

とはない

が知って

いる

47%

知らない

45%

無回答

1%
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④ 地球温暖化対策に関する情報源（n=81） 

問 14 貴事業所では省エネルギーや地球温暖化対策に関する情報について、どこから入手し

ていますか。（該当するものを全て選択） 

最も多い回答は、「新聞」（48 件）と「テレビ」（48 件）でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 地球温暖化対策に関する講習会、イベント等への参加意向（n=81） 

問 15 省エネルギーや地球温暖化対策に関する講習会やセミナー、イベント等が開催される

場合、参加を希望されますか。  

 「積極的に参加したい」との回答は 5%で、

「案内があれば参加したい」は 38%でした。 
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その他

メールマガジン

ラジオ

函館市のホームページ

書籍・雑誌や定期刊行物

その他のWeb媒体

環境省など公的機関のホームページ

行政や関係団体の発行するパンフレット

テレビ

新聞

積極的に参

加したい

5%

案内があ

れば参加

したい

38%
希望しない

43%

その他

13%

無回答

1%
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⑥ 地球温暖化対策に関するワークショップ参加の意向（n=81） 

問 16 本市における今後の地球温暖化対策について、事業所の皆様で意見交換するワークシ

ョップの開催を令和 3 年 2 月頃に予定していますが、参加を希望されますか。  

「参加したい」は 6%、「参加するかわからな

いが興味はある」は 36%でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 省エネルギー情報に関するメールマガジンの配信希望（n=81） 

問 17 函館市環境部では事業所向けに省エネルギー情報に関するメールマガジンを配信して

いますが、配信を希望されますか。 

 「希望する」との回答は 20%でした。 

 

 

 

 

 

 

 

  

参加したい

6%

参加する

かわから

ないが興

味はある

36%
希望しない

54%

その他

3%

無回答

1%

希望する

20%

希望しない

78%

無回答

2%
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アンケート調査票 



函館市

地球温暖化防止行動に関する 

事業所アンケート調査

提出期限　10月５日（月）までにご投函ください



　これからの地球温暖化対策は、温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」に取り組むことはもちろん、現在
生じている、また将来予測される気候変動による被害の回避・軽減を図る「適応策」にも取り組むことが重要
と言われています。 
　そこで、貴事業所では地球温暖化についてどのような認識をお持ちなのかをお伺いします。 

出典：気候変動適応情報プラットフォーム

貴事業所では「気候変動の影響への適応策」について、どのように認識され

ていますか。 （該当するもの１つに○） 

下記の気候変動の影響と「適応策」の例をご覧の上、問２にお答えください。 



「地球温暖化などによる気候変動」によって、農業、水環境・水資源、自然
生態系、経済活動、市民生活など、様々な分野に影響が生じると言われて
います。貴事業所では、どのような影響を特に問題と感じますか。
（該当するもの3つまで○） 

貴事業所の具体的な地球温暖化対策の実施状況についてお伺いします。 

（項目ごと該当するものに○） 

※エコドライブとは燃料消費量やＣＯ₂排出量を減らし、地球温暖化防止につなげる“運転技術”や“心がけ”のことで、代表
　的なものとして「ふんわりアクセル」や「車間距離にゆとりをもって、加速・減速の少ない運転」などが挙げられます。

＜その他の対策を実施されていましたら、ご記入下さい＞



※問４～問７については、本アンケートが郵送された住所に立地する事業所を対象としていますが、貴事業所
　が複数の施設を所有している場合は、把握されている範囲で最もエネルギー消費が多い施設についてご回答
　ください。

 ６　医療施設
 ７　学校
 ８　工場
 ９　試験研究施設
10  その他（　　　  　　　　　　　　　　　） 

貴事業所の状況等についてお伺いします。

（それぞれ該当するもの１つに○）

１　自社所有　　　　２　賃貸　　　　３ その他（　　　　　　　　   　　　） 

１　業務施設（事務所）
２　スーパー・小売店
３　飲食店
４　娯楽施設 
５　宿泊施設

貴事業所において使用しているエネルギーについて、用途別に該当するも
のに○を付けて下さい。 

用　　途

暖　　房

冷　　房

給　　湯

動力等（工場） 

その他

エネルギーの種類

１ 重油　　　　２ 灯油　　　　３ 電気　　　　４ プロパンガス
５ 都市ガス　　　　６その他（　　　　　　　　 　　　　） 

１ 重油　　　　２ 灯油　　　　３ 電気　　　　４ プロパンガス
５ 都市ガス　　　　６その他（　　　　　　　　 　　　　） 

１ 重油　　　　２ 灯油　　　　３ 電気　　　　４ プロパンガス
５ 都市ガス　　　　６その他（　　　　　　　　 　　　　） 

１ 重油　　　　２ 灯油　　　　３ 電気　　　　４ プロパンガス
５ 都市ガス　　　　６その他（　　　　　　　　 　　　　） 

１ 重油　　　　２ 灯油　　　　３ 電気　　　　４ プロパンガス
５ 都市ガス　　　　６その他（　　　　　　　　 　　　　） 



１　今後は積極的に導入したいと思う 

２　今後はなるべく導入したいと思う 

３　今後も導入したいと思わない 

４　わからない

貴事業所では、今後、問６-１に記載のような省エネルギー機器や再生可能

エネルギー機器を導入したいと思いますか。（該当するもの１つに○） 

１　今後も積極的に導入したいと思う 

２　今後もなるべく導入したいと思う 

３　今後は導入したいと思わない 

４　わからない 

※1 　再生可能エネルギー機器：太陽光や風力など、永続的に利用できるエネルギーを活用した機器の総称。 
※2 　コージェネレーションシステム：都市ガス・LPガスなどを燃料として、電気と給湯・暖房用の熱を一緒に作るシステム。 
※3 　BEMS：Building Energy Management Systemの略。事業所・ビル、店舗など建物全般のエネルギー使用状況の見える化や設備機器
　　　等の制御により、最適なエネルギー運用を支援するシステム。 
※4 　FEMS：Factory Energy Management Systemの略。工場における生産設備のエネルギー使用状況・稼働状況等を把握し、エネルギー
　　　使用の合理化および設備・機器の管理の最適化を図るためのシステム。 
※5 　太陽熱利用：太陽熱集熱器で太陽の熱エネルギーを集め、水や空気を暖めて給湯・暖房に使用するシステム。 
※6 　地中熱ヒートポンプ：地中の冷温熱を利用した給湯・暖房システム。 

貴事業所では、どのような省エネルギー機器や再生可能エネルギー機器※1

を導入していますか。（項目ごと該当するものに○） 

＜その他導入しているものがあればご記入ください。＞

省エネ型 
照　明 

省エネ型 
冷暖房

省エネ型 
給　湯 

消費電力等
の見える化

再生可能
エネルギー

蓄電池
１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

１　導入している 
２　一部導入している 
３　導入していない

・ＬＥＤ照明などの高効率照明　　など

・省エネルギー性能の高い空調・暖房設備 
・コージェネレーションシステム※2 

　（エネファーム、コレモなど）　　など 

・高効率給湯（エコジョーズ、エコキュート、
　エコフィールなど） 
・コージェネレーションシステム　　など

・ＢＥＭＳ※３、ＦＥＭＳ※４　　など 

・太陽光発電　　　　　　・太陽熱利用※５
・地中熱ヒートポンプ※６ 
・ペレットストーブ、薪ストーブ　　など 

設備の種類 機　器　の　例 導　入　状　況



貴事業所で使用している自動車についてお伺いします。 

（バス、トラック、特種用途自動車などを含む） 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

（　　　）台 

１　所有している

２　所有していない

１　電気自動車（燃料を使用しないタイプ）

２　電気自動車（燃料を消費して発電するタイプ） 

３　燃料電池自動車・水素自動車 

４　プラグインハイブリッド車 

５　ハイブリッド車（発進時などの一部のみ補助するタイプを含む）

６　クリーンディーゼル車

７　上記以外の低燃費車※

８　その他（　　　　　　　　　　　　　　）

※低燃費車とは、ガソリン車や

　ディーゼル車などでも燃費基

　準（トップランナー基準）を

　早期達成している自動車で、

　燃費基準達成自動車には、左

　図のようなステッカーが車体

　に貼付されています。 



　テレワークとは ICT（情報通信技術）を活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方のことです。 
　本年、新型コロナウイルスの感染予防対策として在宅型テレワークの導入・定着が加速しましたが、通勤
に伴う温室効果ガスの排出削減対策にもなることから、地球温暖化対策としても一層の推進が期待されてい
ます。 
　そこで、貴事業所における在宅型テレワークの実施状況等について、ご回答ください。 

在宅型テレワークについて、貴事業所の実施状況に最も近いのは次のうち
どれですか。 （該当するもの１つに○） 

仮に貴事業所で在宅型テレワークに取り組む場合、どのようなメリットが
期待できると思いますか。すでに実施している場合は実感をお答えくださ
い。 （該当するものすべてに○）

同封の資料「在宅型テレワークの取り組み紹介」をご覧ください。
この記事では、函館市内の事業所が在宅型テレワークを試行した取り組み
や感想を紹介していますが、これをお読みになって、テレワークへの興味・
関心は高まりましたか。 （該当するもの１つに○） 



貴事業所において地球温暖化対策に取り組む際に、特に問題や障害となる

ことは次のどれですか。 （該当するもの上位３つまで○）

今後の函館において、どのような地球温暖化対策が特に大切だと思います

か。 （該当するもの上位３つまで○）

※地産地消：地域で生産されたものを、その地域で消費すること



貴事業所では省エネルギーや地球温暖化対策に関する情報について、

どこから入手していますか。（該当するものすべてに○）  

省エネルギーや地球温暖化対策に関する講習会やセミナー、イベント等

が開催される場合、参加を希望されますか。（該当するもの１つに○） 

国の省エネに関する支援事業についてお伺いします。

（それぞれ該当するもの1つに○）

1
２
３

利用したことがある 
利用したことはないが知っている 
知らない 

1
２
３

利用したことがある 
利用したことはないが知っている 
知らない 



本市における今後の地球温暖化対策について、事業所の皆様で意見交換す

るワークショップの開催を令和３年２月頃に予定していますが、参加を希

望されますか。 （該当するもの１つに○）

函館市環境部では事業所向けに省エネルギー情報に関するメールマガジン

を配信していますが、配信を希望されますか。（該当するもの１つに○）

２　希望しない 

※ 希望される場合は下欄にメールアドレスをご記入ください。

メールアドレス

※「１ 参加したい」を選択された事業所には、ワークショップを開催する場合に、問19の連絡先へご案内いたします。



貴事業所の主たる業種についてお伺いします。

（該当するもの１つに○）  

１　建設業
２　製造業
３　電気・ガス・熱供給・水道業 
４　運輸業（バス事業）
５　運輸業（ハイヤー・タクシー事業）
６　運輸業（トラック事業）

 ７　運輸業（その他）
 ８　卸売・小売
 ９　金融・保険業 
10　不動産業
11　飲食店・宿泊業
12　サービス 
13　その他（　　　　　　　　　　　　 ）

差し支えなければ、貴事業所の社名、ご連絡先等をご記入下さい。 

所在地



 

(「働き方改革による CO2 削減効果」簡易算定ツール より作成) 

 

海外からの学生を受け入れて日本語教育、日

本にいる留学生のホームステイなど、40 年余り

に渡って活動してきた国際交流活動が、新型コ

ロナウィルスの影響で全て中止になった。そん

な状況を受けて始めたのが、３つのこと。ひと

つは、技能実習生が来られなくなり、人手不足

の農家での作業、二つ目は、オンライン情報発

信事業で、国際情報の提供やサポートだ。そし

て、三つ目が、テレワーク（在宅勤務）の推進だ。 

 

もともと、パソコンで書類を作ったり、企画

をしたりという仕事もあるため、パソコン作業

ではテレワークはできると考えられた。しかし、

打ち合わせや、外部への営業、あるいは相談業

務など、対面だからこそ、できていたものにつ

いては、少々抵抗があった。しかし、社会は自粛

の動きで、我々もそこに呼応する形での、テレ

ワークシフトを組んでみることになった。WEB

カメラも何とか手に入れて、Zoom や Skype を

使っての作業。はじめ

は、やれ接続できない

だの、資料が共有され

ない、声が聞こえない

など慌てることも多か

ったが、次第に慣れて

くるものだ。 

 

 新たな日常を受け入れる取り組みとして、最

初は、「対面でなくては伝わらない」と考えてい

たところが、準備や進行さえきちんと進めると、

違和感もなく、今まで出張で打ち合わせや会議

をしていたものも、オンラインで十分という意

識が生まれ始めた。加えて、通勤のほとんどが、

自家用車を使うという環境にあって、地球温暖

化防止にも一役かっていると考えられる。 

 

 

 

 

自家用車で通勤するスタッフは 8 名で、1 日

の往復通勤距離の合計は 154.2km。年間 240 日

勤務と考えると、年間 37,008km と、地球 1 周

分に近い距離となる。環境省が提供する計算ツ

ール（※１）の計算結果によれば年間約 5.4 トンの

CO2 を出していることにもなり、樹齢 40 年の杉

の木がその CO2 を吸収するとなると、610 本必

要になるということだ（※2）。これほどまでに環境

に影響するということは驚きであり、自家用車

の使用が多い地域で在宅勤務の取り組みが広が

れば、温暖化防止の効果は大きいと考えられる。 

 

 世界とのつながりを維持しながら、地域の人

たちの国際感覚の醸成を高めることを活動の目

的としている HIF にとっても、オンラインと対

面の両方の世界を往来してこそ、活動が続けら

れると考えられる。テレワークは、HIF にとっ

ても新たな世界観を生み出すチャンスととらえ

ている。 

 

  

【参考】1 人を 1km 運ぶのに排出する CO2 量 

 

 

※１「働き方改革による CO2 削減効果」簡易算定ツール  

(URL) http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/co2.html 

※２ 林野庁ＨＰにおける計算例を参考とした。 

(URL) https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/ 

20141113_topics2_2.html 

0
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徒歩または

自転車

鉄 道

バ ス

自家用乗用車

[g-CO2 / 人・km]

※この記事は、2020 年 9 月末発行予定のフリーペーパー「＠ｈ（アットエイチ）」に掲載予定。 

※「＠ｈ」は、北海道国際交流センターが年４回発行する季刊誌。函館を中心とした道南地域や社

会の話題を掘り下げて発信している。主に函館市内の飲食店や公共施設等で配布。 

在 宅 型 テ レ ワ ー ク の 取 り 組 み 紹 介 

～ 一般財団法人北海道国際交流センター（略称：ＨＩＦ）の取り組み ～ 

https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/20141113_topics2_2.html
https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin_riyou/ondanka/20141113_topics2_2.html
HEFspc058
テキスト ボックス
アンケート同封資料（問10の回答時に使用）




 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年 2月 

 

北海道地球温暖化防止活動推進センター（公益財団法人北海道環境財団） 

〒060-0004 

札幌市中央区北４条西４丁目１番地 伊藤・加藤ビル４階 

TEL：011-218-7811 FAX：011-218-7812 

ホームページ http://www.heco-spc.or.jp 

 

 

http://www.heco-spc.or.jp/

